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令和元年８月２７日判決言渡  

平成２９年（行ウ）第５３９号 相続税更正処分等取消請求事件 

主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 5 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 処分行政庁が平成２８年４月２７日付けで原告Ｂに対してした，被相続人Ｃ

（以下「本件被相続人」という。）の相続（以下「本件相続」という。）に係

る相続税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 10 

２ 処分行政庁が平成２８年４月２７日付けで原告Ｄに対してした，本件相続に

係る相続税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

３ 処分行政庁が平成２８年４月２７日付けで原告Ｅに対してした，本件相続に

係る相続税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 15 

本件は，本件被相続人の相続人である原告らが，本件相続により取得した財

産の価額を財産評価基本通達（昭和３９年４月２５日付け直資５６・直審（資）

１７による国税庁長官通達。ただし，平成２５年５月１６日付け課評２－１８

による改正前のもの。以下「評価通達」という。）の定める評価方法により評

価して本件相続に係る相続税（以下「本件相続税」という。）の申告をしたと20 

ころ，処分行政庁から，相続財産のうちの一部の土地及び建物の価額につき評

価通達の定めにより評価することが著しく不適当と認められるとして，本件相

続税の各更正処分及び過少申告加算税の各賦課決定処分を受けた（以下，本件

相続税の各更正処分を総称して「本件各更正処分」といい，過少申告加算税の

各賦課決定処分を総称して「本件各賦課決定処分」といい，本件各更正処分と25 

本件各賦課決定処分を総称して「本件各更正処分等」という。）ため，本件各
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更正処分等の各取消しを求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

本件に関係する法令等の定めは，別紙１「関係法令等の定め」記載のとおり

である（なお，同別紙で定めた略語等は，以下においても用いるものとする。）。 

２ 前提事実（証拠等を掲記したもののほかは，いずれも当事者間に争いがない5 

か又は当事者が争うことを明らかにしない事実である。） 

(1) 本件相続の開始等 

ア 本件被相続人は，大正７年▲月▲日に出生した者であり，平成２４年▲

月▲日に９４歳で死亡し，本件相続が開始した。 

イ(ア) 本件被相続人の共同相続人は，本件被相続人の妻であるＦ（以下「訴10 

外Ｆ」という。），長女である原告Ｄ，長男である原告Ｂ，二男である

Ｇ（以下「訴外Ｇ」という。）及び養子である原告Ｅの５名であった（以

下，本件被相続人の共同相続人であった上記５名を総称して「本件共同

相続人」という。）。 

なお，原告Ｅは，訴外Ｇの長男であり，平成２０年８月１９日に本件15 

被相続人と養子縁組をした。 

(イ) 本件共同相続人は，本件被相続人の平成２１年１０月１６日付け公

正証書に係る遺言及び本件共同相続人の間で平成２４年１０月１７日に

行った遺産分割に従って，本件相続に係る相続財産を取得した。 

ウ Ｈ株式会社（以下「Ｈ」という。）は，不動産の売買，賃貸借及び管理20 

等を目的とする株式会社である。本件被相続人は，平成２１年６月２６日，

Ｈの代表取締役を辞任し，原告Ｂが，同日，Ｈの代表取締役に就任した。 

(2) 本件相続に係る相続財産等 

ア 本件相続に係る相続財産には，東京都杉並区（住所省略）の土地（明細

は別表１記載のとおり。以下「本件甲土地」という。）及び本件甲土地上25 

に存する家屋番号〇番〇の〇の建物（明細は別表２記載のとおり。以下「本
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件甲建物」といい，本件甲土地と併せて「本件甲不動産」という。）並び

に神奈川県川崎市（住所省略）の土地（以下「本件乙土地」という。）及

び本件乙土地上に存する建物（以下「本件乙建物」といい，本件乙土地と

併せて「本件乙不動産」という。本件乙不動産の明細は別表３のとおり。

また，本件甲不動産と本件乙不動産を併せて「本件各不動産」という。）5 

が含まれていた。本件各不動産は，前記(1)イ(イ)の本件被相続人の遺言に

より原告Ｅが取得した。 

原告Ｅは，平成２５年３月７日付けで，買主であるＩに対して本件乙不

動産を総額５億１５００万円で売却した（以下，同売却額を「本件乙不動

産売却額」という。）。 10 

イ(ア) 本件甲建物は，ＪＲ中央線Ｋ駅から徒歩約５分に立地する共同住宅

（４４戸）及び保育園（１戸）として利用されている建物であり，本件

甲土地上に基準容積率をほぼ完全に消化した状態で所在している。（甲

５の１） 

(イ) 本件甲不動産は，本件被相続人が，平成２１年１月３０日付けで，15 

売主である株式会社Ｌから総額８億３７００万円で購入したものであっ

た（以下，同購入額を「本件甲不動産購入額」という。）。 

なお，本件被相続人は，同日付けでＭ銀行から６億３０００万円を借

り入れており（当該借入れについてＨ，訴外Ｆ，原告Ｂ及び訴外Ｇが連

帯保証をした。），同銀行がその際に作成した貸出稟議書（乙９）の採20 

上理由欄には「相続対策のため不動産購入を計画。購入資金につき，借

入の依頼があったもの。」との記載がある。（乙８，９） 

ウ(ア) 本件乙建物は，ＪＲ東海道本線Ｎ駅から徒歩約１３分に立地する共

同住宅として利用されている３９個の専有部分からなる建物であり，本

件乙土地上に容積率をほぼ完全に消化した状態で所在している。（甲５25 

の２） 
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(イ) 本件乙不動産は，本件被相続人が，平成２１年１２月２５日付けで，

売主である株式会社Ｏから総額５億５０００万円で購入したものであっ

た（以下，同購入額を「本件乙不動産購入額」といい，本件甲不動産購

入額及び本件乙不動産売却額と総称して「本件各取引額」という。）。 

なお，本件被相続人は，同月２１日付けで，訴外Ｆから４７００万円5 

を借り入れた。また，本件被相続人は，同月２５日付けでＭ銀行から３

億７８００万円を借り入れており（当該借入れについてＨ，訴外Ｆ，原

告Ｂ及び訴外Ｇが連帯保証をした。），同銀行がその際に作成した貸出

稟議書（乙１４）の採上理由欄には「相続対策のため本年１月に６３０

百万円の富裕層ローンを実行し不動産購入。前回と同じく相続税対策を10 

目的として第２期の収益物件購入を計画。購入資金につき，借入の依頼

があったもの。」との記載がある。（乙１１，１３，１４） 

(3) 本件各更正処分等に至る経緯等 

ア 原告らは，平成２５年３月１１日，別表４の各「申告」欄のとおり，処

分行政庁に対して本件相続税の申告（以下「本件申告」という。）をした。 15 

原告らは，本件申告において，評価通達の定める評価方法により，本件

甲土地の価額を１億１３６７万６７３４円（ただし，租税特別措置法６９

条の４（平成２５年法律第５号による改正前のもの）に規定する特例（以

下「小規模宅地等特例」という。）を適用する前の価額），本件甲建物の

価額を８６３６万４７４０円（以下，上記の本件甲土地の価額との合計額20 

である２億０００４万１４７４円を「本件甲不動産通達評価額」という。），

本件乙土地の価額を５８１６万２７４１円，本件乙建物の価額を７５５０

万２０２６円（以下，本件乙土地の価額との合計額である１億３３６６万

４７６７円を「本件乙不動産通達評価額」といい，本件甲不動産通達評価

額と本件乙不動産通達評価額を併せて「本件各通達評価額」という。）と25 

評価した。 
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イ 札幌国税局長は，平成２８年２月１７日付けで，国税庁長官に対し，本

件各不動産について評価通達６を適用し評価通達の定める評価方法によら

ずに他の合理的な評価方法によって評価することとしたい旨を上申し（以

下「本件上申」という。），国税庁長官は，同年３月１０日付けで，札幌

国税局長に対し，上記上申について「貴見のとおり取り扱うこととされた5 

い」との指示（以下「本件指示」という。）をした。（乙１６の１・２） 

ウ 処分行政庁は，本件各不動産の価額は評価通達の定めによって評価する

ことが著しく不適当と認められるとして，原告ら各自に対応した平成２８

年４月２７日付けの各通知書（甲２の１～３。以下「本件各通知書」とい

う。）を原告らに対し送達することにより，別表４の各「更正処分等」欄10 

のとおり，本件各更正処分等をした。 

本件各更正処分等において，本件甲不動産の価額（ただし，小規模宅地

等特例を適用する前の価額）は，株式会社Ｐの平成２７年４月２２日付け

不動産鑑定評価（甲５の１。以下「本件甲不動産鑑定評価」という。）に

よる鑑定評価額７億５４００万円（以下「本件甲不動産鑑定評価額」とい15 

う。内訳は，本件甲土地が３億０８００万円，本件甲建物が４億４６００

万円である。）であり，本件乙不動産の価額は，Ｑ株式会社の同日付け不

動産鑑定評価（甲５の２。以下「本件乙不動産鑑定評価」といい，本件甲

不動産鑑定評価と併せて「本件各鑑定評価」という。）による鑑定評価額

５億１９００万円（以下「本件乙不動産鑑定評価額」といい，本件甲不動20 

産鑑定評価額と併せて「本件各鑑定評価額」という。）であった。本件各

鑑定評価額は，いずれも，不動産鑑定士により，不動産鑑定評価基準に基

づき，本件相続開始時における本件各不動産の正常価格として算定された

ものである。（甲５の１・２） 

エ 原告らは，平成２８年７月２７日付けで，本件各更正処分等の全部の取25 

消しを求め，それぞれ審査請求をしたが，国税不服審判所長は，平成２９



 - 6 - 

年５月２３日付けで，上記の各審査請求をいずれも棄却する旨の裁決をし

た。 

(4) 本件各訴えの提起 

原告らは，平成２９年１１月２２日，本件各訴えを提起した。（当裁判所

に顕著な事実） 5 

３ 本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張 

本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張は，後記５(1)ないし

(3)の各（被告の主張）のほか，別紙２「本件各更正処分等の根拠及び適法性」

記載のとおりである。 

４ 争点 10 

(1) 本件相続開始時における本件各不動産の時価（評価通達の定める評価方法

によらない評価が許されるための特別の事情の内容及び本件各不動産におけ

るその有無。争点①） 

(2) 評価通達６の定める国税庁長官の指示に関する手続上の違法の有無（争点

②） 15 

(3) 本件各更正処分等の理由の提示に関する違法の有無（争点③） 

５ 争点に関する当事者の主張の要旨 

(1) 争点①（本件相続開始時における本件各不動産の時価）について 

（被告の主張） 

ア 相続税法２２条に規定する時価について 20 

(ア) 相続税法２２条に規定する時価とは，財産の取得の時における当該

財産の客観的な交換価格をいうものと解されているところ，評価通達１

(2)は，時価の意義について，課税時期において，それぞれの財産の現況

に応じ，不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立

すると認められる価額をいい，その価額は，評価通達の定めによって評25 

価した価額による旨を定めている。 
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これは，相続財産の客観的な交換価格を個別に評価する方法を採ると，

その評価方法，基礎資料の選択の仕方等によって異なった評価額が生じ

ることが避け難く，また，課税庁の事務負担が重くなり，課税事務の迅

速な処理が困難となるおそれがあることなどから，あらかじめ定められ

た評価方法により画一的に財産の評価を行うこととしたものであり，納5 

税者間の公平，納税者の便宜，徴税費用の節減という見地からみて合理

的であるという理由に基づくものである。 

そうすると，特に租税平等主義という観点からして，評価通達の定め

る評価方法が合理的なものである限り，これが形式的に全ての納税者に

適用されることによって租税負担の実質的な公平を実現することができ10 

るものと解されるから，特定の納税者あるいは特定の相続財産について

のみ評価通達の定める評価方法以外の方法によってその評価を行うこと

は，たとえその方法による評価額がそれ自体としては相続税法２２条に

規定する時価として許容できる範囲内のものであったとしても，納税者

間の実質的負担の公平を欠くことになり，基本的には許されないものと15 

いうべきである。 

(イ) しかし，評価通達の定める評価方法を画一的に適用するという形式

的な平等を貫くことによって，かえって租税負担の実質的な公平を著し

く害することが明らかな場合には，別の評価方法によることが許される

ものと解すべきであり，このことは，評価通達６が，この通達の定めに20 

よって評価することが著しく不適当と認められる財産の価額は，国税庁

長官の指示を受けて評価する旨を定めていることからも明らかである。 

したがって，評価通達の定める評価方法を画一的に適用するという形

式的な平等を貫くことによって，かえって租税負担の実質的な公平を著

しく害することが明らかな場合には，評価通達の定める評価方法によら25 

ないことが相当と認められる特別の事情があるものとして，他の合理的
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な時価の評価方法によることが認められるものと解すべきである。 

イ 本件各不動産について評価通達の定める評価方法によらないことが相当

と認められる特別の事情があること 

本件各不動産の評価においては，以下のとおり，評価通達の定める評価

方法によらないことが相当と認められる特別の事情がある。 5 

(ア) 本件各通達評価額と本件各不動産の時価との間に著しいかい離があ

ること 

ａ 本件甲不動産について 

本件甲不動産通達評価額は，２億０００４万１４７４円であるとこ

ろ，本件甲不動産鑑定評価額は，７億５４００万円であり，本件甲不10 

動産通達評価額は，本件甲不動産鑑定評価額の僅か約２６．５％にす

ぎず，両者には著しい価額のかい離がある。 

また，本件甲不動産通達評価額と本件甲不動産購入額を比べてみて

も，本件甲不動産購入額は，８億３７００万円であり，本件甲不動産

通達評価額は，本件甲不動産購入額の僅か約２３．９％にすぎず，両15 

者には著しい価額のかい離がある。 

ｂ 本件乙不動産について 

本件乙不動産通達評価額は，１億３３６６万４７６７円であるとこ

ろ，本件乙不動産鑑定評価額は，５億１９００万円であり，本件乙不

動産通達評価額は，本件乙不動産鑑定評価額の僅か約２５．８％にす20 

ぎず，両者には著しい価額のかい離がある。 

また，本件乙不動産通達評価額と本件乙不動産購入額及び本件乙不

動産売却額を比べてみても，本件乙不動産購入額は，５億５０００万

円，本件乙不動産売却額は，５億１５００万円であり，本件乙不動産

通達評価額は，これらの僅か約２４．３％又は約２６％にすぎず，そ25 

れぞれ著しい価額のかい離がある。 
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ｃ 小括 

以上のとおり，本件各通達評価額と本件各不動産の客観的交換価値

を算定したものである本件各鑑定評価額（後記ウ参照）の間のほか，

本件各通達評価額と本件各取引額の間には，いずれも著しいかい離が

認められ，このような著しいかい離は，単なる評価手法の相違による5 

当然の帰結として許容される範囲にとどまらない。 

したがって，本件各通達評価額と本件各不動産の時価との間には著

しいかい離が認められるというべきであり，評価通達の定める評価方

法を画一的に適用するという形式的な平等を貫くことによって，かえ

って租税負担の実質的な公平を著しく害することが明らかである。 10 

(イ) 本件各不動産に係る本件被相続人及び本件共同相続人による一連

の行為について 

ａ 本件被相続人及び本件共同相続人による本件各不動産の取得及び当

該取得に伴う資金借入れ等の一連の行為は，原告らが本来負担すべき

相続税を免れるという結果をもたらすものであったところ，①本件被15 

相続人が，当時９０歳であった平成２０年に，Ｍ銀行に対して，当時

代表取締役を務めていたＨの事業承継について事業経営財務診断を申

し込んでいたこと，②本件被相続人による本件各不動産の購入及び購

入資金の借入れには，相続税の負担軽減の目的があったこと，③本件

被相続人が，Ｈの事業承継のための方策の一環として原告Ｅと養子縁20 

組した時期（平成２０年８月１９日）と近接した時期に，本件各不動

産を取得していること（本件甲不動産につき平成２１年１月３０日，

本件乙不動産につき同年１２月２５日）等を総合して考慮すれば，本

件被相続人は，本件各不動産の取得により本来原告らが負担すべき相

続税を免れることになることを認識した上で本件各不動産を取得した25 

と認められ，また，本件被相続人及び本件共同相続人による本件各不
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動産の取得及び当該取得に伴う資金借入れ等の一連の行為は，専ら相

続対策を目的とするものであったと認められる。 

本件被相続人は，本件各不動産の購入資金の大半をＭ銀行からの借

入金により賄い，その借入金の総額は，本件各通達評価額を上回り，

課税価格を圧縮する多額のものであったから，本件相続において，本5 

件各不動産の価額を本件各通達評価額と評価すべきものとすると，原

告らが本件各不動産を取得しなかったならば負担していたはずの相続

税を免れる利益を享受するという結果を招来する。これは，本件被相

続人が相続税の負担の軽減策を採ったことによるものであり，このよ

うな事態は，同様の軽減策を採らなかった他の納税者との間の租税負10 

担の公平を著しく害し，富の再分配機能を通じて経済的平等を実現す

るという相続税の目的に反する著しく不公平なものであるといえる。 

以上のとおり，本件においては，本件各不動産の評価について，評

価通達の定める評価方法を画一的に適用するという形式的な平等を貫

くことによって，かえって租税負担の実質的な公平を著しく害するこ15 

とが明らかである。 

ｂ この点につき，原告らは，時価評価に影響を及ぼすことのない，納

税者等の節税目的や租税回避の目的といった主観的要素又は相続開始

前後の一連の行為は，評価通達によらないことが許される特別の事情

を基礎付けるものではない旨を主張する。 20 

しかし，東京地裁平成５年２月１６日判決・判タ８４５号２４０頁

を始めとする多くの裁判例において，評価通達の定める評価方法によ

る評価額と現実の取引価額との間に生じている開差を利用して相続税

の負担の軽減を図る目的で行われた行為を前提とする相続について，

評価通達によらないことが許される特別の事情があると判示されてい25 

るのであって，上記の特別の事情の判断に当たり，節税目的や相続税
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負担の軽減目的があったことを考慮することが許されるのは明らかで

ある。 

ウ 本件各鑑定評価額は，本件各不動産の客観的交換価値として適正に算定

されたものであり，本件相続開始時における本件各不動産の時価を示すも

のであること 5 

本件各鑑定評価額は，不動産鑑定士により不動産鑑定評価基準に準拠し

た方法で算定されたものであって，いずれも原価法による積算価格と収益

還元法（ＤＣＦ法及び直接還元法）による収益価格がそれぞれ試算され，

両者が比較検討された上で，最終的には収益還元法による収益価格が重視

され算定されたものであって，これらの鑑定評価の手法はいずれも合理性10 

がある。また，本件各取引額は，いずれも，本件各通達評価額と比較して

本件各鑑定評価額に近似している。 

したがって，本件各鑑定評価額は，本件各不動産の客観的交換価値とし

て適正に算定されたものであり，本件相続開始時における本件各不動産の

時価を示すものである。 15 

エ 本件各通達評価額と本件各鑑定評価額のかい離の理由について 

本件各通達評価額と本件各鑑定評価額の間にかい離が生じている理由に

ついては，様々な要因が複合的に影響した結果によるものであり，個別具

体的な要因を特定できるものではないが，その要因としては，以下のよう

な事情があると考えられる。 20 

(ア) 経済情勢に基づく分析 

本件相続開始時の不動産市場の状況についてみると，不動産市場全体

は，おおむね平成１９年以降，サブプライムローン問題やリーマンショ

ックの影響により価格の下落基調が続いたものの，平成２１年以降その

下落率が縮小して不動産市場の回復の兆しがみえたが，平成２３年に東25 

日本大震災が発生したために，平成２５年頃までその回復が妨げられて



 - 12 -

いた。現に，本件各不動産に係る各土地の路線価をみると，いずれも本

件相続開始時前後で上昇していない。 

他方，投資用不動産については，不動産市場全体とは異なる動きをし

ており，東日本大震災からの立ち直りが早かった。 

しかるところ，本件各不動産は，いずれも投資用不動産に区分され，5 

かつ，首都圏に所在する築浅の不動産であって，最寄り駅からの道程や

周辺に生活利便施設が多数存在することなどから，非常に高い収益性が

見込まれる投資対象としての価値が高い不動産であった。 

したがって，本件各不動産は，本件相続開始時の経済情勢下において，

いずれも客観的な交換価値が上昇していたと考えられるが，画一的な評10 

価方法である評価通達の定める評価方法では，個別不動産の収益性を的

確に価額へ反映させることが難しかったと想定される。 

(イ) 路線価方式による評価に関する分析 

路線価の評定は，宅地の価額がおおむね同一と認められる一連の宅地

が面している路線ごとに設定され，周辺地域における不動産の一般的利15 

用状況を踏まえて行われるが，評価の安全性も考慮した上で路線ごとに

一律の金額で評定されるため，その土地の所在における個別の特性や利

用状況等の複合的な影響によっては，個々の土地の客観的な交換価値が，

路線価に基づく評価額と必ずしも合致しない可能性がある。 

本件甲土地及び本件乙土地（以下「本件各土地」という。）は，いず20 

れも高層の賃貸用共同住宅として最有効使用されており，かつ，本件甲

建物及び本件乙建物（以下「本件各建物」という。）が容積率をほぼ消

化していることなどからすれば，本件各土地の客観的な交換価値が，個々

の土地の利用状況によらず路線ごとに一律に設定する路線価に基づく評

価額よりも増加する可能性がある。また，本件各土地は，いずれも幹線25 

道路の裏通り沿いに所在し，その路線価は，いずれも幹線道路沿いの路
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線価よりも低額であるが，不動産鑑定評価においては賃貸用共同住宅と

しての収益性に着目することになることから，立地の閑静さや固定資産

税等の費用負担に照らし，幹線道路沿いにある賃貸用共同住宅よりも収

益性において劣らず，むしろ収益性が高い可能性も考えられる。 

したがって，本件各土地については，その所在の特性及び利用状況等5 

により，評価通達の定める評価方法である路線価方式による評価と客観

的な交換価値にかい離が生じた可能性がある。 

(ウ) 貸家及び貸家建付地の評価に関する分析 

本件各不動産は，収益性が顕著に高く投資対象としての価値が高い不

動産であり，本件各鑑定評価額においては，建物及び土地が一体として10 

評価され，本件各不動産の個別の用途や高い収益性等の特性が評価に反

映されている。他方，本件各通達評価額においては，本件各建物につき，

いずれも固定資産税評価額から３０％が控除されて算出され，本件各土

地につき，路線価方式に基づいて算出した金額（自用地としての価額）

から，本件甲土地は２１％，本件乙土地は１８％がそれぞれ控除されて15 

算出されているところ，これは，評価通達の定める評価方法においては，

自用家屋及び自用地のように権利の付着していない完全所有権の価値を

最大とした上で，貸家及び貸家建付地については不動産の収益性にかか

わらず一律に借家権の付着による減価額を控除して評価額を算出するこ

ととしているためであり，このような評価方法が，本件各不動産の個別20 

の用途や高い収益性等の特性を反映できていないことが，本件各通達評

価額と本件各鑑定評価額のかい離の一因となっている可能性がある。 

(エ) 本件各鑑定評価における原価法による積算価格の算定に関する分

析 

本件各鑑定評価においては，原価法による積算価格を求めるに当たっ25 

て，①Ｒ（投資法人）が公表している賃貸用共同住宅取引事例における
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再調達価格が参考にされており，本件各建物は，投資用不動産としてグ

レードの高い物件であり，そのグレードの高さによるプレミアムが再調

達価格に反映されていること，②本件甲不動産では土地及び建物の積算

価格に２０％を乗じた額が，本件乙不動産では３０％を乗じた額が，そ

れぞれ付帯費用（開発事業者利益のほか，設計管理料，公租公課等のそ5 

の他費用）として加算されており，これらの事情も，本件各通達評価額

と本件各鑑定評価額のかい離の一因となった可能性がある。 

（原告らの主張） 

ア 評価通達の定める評価方法による相続財産の評価は，合理性が担保され

ているものとして久しく実務界において実施されており，評価通達は，行10 

政先例法としての地位を築いているといえる。そして，例外的に上記方法

による評価額を否定し，これによらない評価を認める評価通達６の制定趣

旨は，対象財産につき想定外の時価の下落事情が事後的に生じた場合に，

評価通達が形式的に適用され，納税者の担税力が過大に測定されることが，

担税力に応じた課税（租税公平主義）に反することに鑑み，このような場15 

合に関する救済措置を設けた点にある。 

そうすると，評価通達６に規定する「この通達の定めによって評価する

ことが著しく不適当と認められる」場合とは，飽くまで時価評価に影響を

及ぼす特別の事情があり，評価通達の定める評価方法によると実質的な課

税の公平を確保できない場合を指すと解すべきである。行政の恣意性を排20 

除し，明確性や予測可能性を担保する観点からも，上記の特別の事情は，

災害，地盤沈下，土壌汚染等の客観的事情の発生に限られなくてはならな

い。したがって，時価評価に影響を及ぼすことのない，納税者等の節税目

的や租税回避の目的といった主観的要素又は相続開始前後の一連の行為

は，上記の特別の事情を基礎付けるものではない。 25 

なお，前掲東京地裁平成５年判決等の被告が挙げる裁判例は，いずれも，
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当時のバブル経済を背景とした右肩上がりの地価上昇局面において，これ

らを利用した相続税の租税回避が横行し，その問題に対する社会的認識が

共有されていた中での事例判決にとどまるものであり，地価が安定してい

るか，むしろ下落基調にある中での本件において参照されるべきものでは

ない。 5 

イ 本件各更正処分等は，本件各不動産につき想定外の時価の下落事情が事

後的に生じた場合ではないにもかかわらず，評価通達６を適用した点で，

前記アに述べた評価通達６の制定趣旨に反するものである。また，本件各

更正処分等は，本件相続開始前後の本件被相続人及び本件共同相続人の一

連の行為について，Ｈの事業承継を円滑に進めるという主たる目的を捨象10 

し，本件相続税をゼロにすることを目的とした行為（過度の節税目的によ

る行為）であると決めつけ，評価通達６の適用要件を拡大解釈し，これを

恣意的に適用したものである。 

したがって，本件各更正処分等は，租税法律主義に反するものであると

ともに，評価通達の定める評価方法によって本件各不動産の評価を行い，15 

本件相続税の申告をした原告らの信頼を裏切った点で，法の一般原則たる

信頼保護法理にも違反する。 

ウ 本件各鑑定評価は，いずれも収益還元法を用いて土地及び建物を一括評

価しているから，本件各通達評価額との間にかい離が生じることは，評価

手法が異なる以上，当然である。評価通達の定める評価方法，とりわけ路20 

線価方式は，合理性があるものとして広く社会に受け入れられているから，

本件のようにその評価額と鑑定評価額に数倍ものかい離がある場合，鑑定

評価額の適正さに疑問が呈されるべきである。また，本件各鑑定評価にお

ける原価法による積算価格の算定において，付帯費用という名目により根

拠不明の金額が加算されている。 25 

そもそも，相続財産の評価は，突然到来した被相続人の死により開始す
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る相続に際してされるものであり，当該財産を不特定多数の者に売却する

ことを前提としていないものであるから，収益の有無あるいは多寡に左右

される収益還元法による評価や，経済合理性に基づく取引により形成され

る取引価額による評価は，その評価手法として著しく妥当性を欠く。 

評価手法の妥当性の点をおくとしても，上記のかい離が，想定内のもの5 

であり，これをもって評価通達６の適用が肯定される特別の事情に該当し

ないことは，本件各更正処分等の後に，評価通達や本件各土地の路線価に

ついて，評価通達の定める評価方法による評価額を鑑定評価額に近づける

ための改定が行われたことがうかがわれないことからも明らかである。そ

して，評価通達の定める評価方法による評価額と鑑定評価額の開差が著し10 

いと思われる場合はまれではなく，その場合に全て評価通達６が適用され

ているわけではない。 

しかるところ，本件を典型的な節税事案であるとして，例外規定である

評価通達６を恣意的に用いて個別評価をすることは，租税公平主義が求め

る平等取扱原則に反するものである。 15 

エ 以上によれば，本件相続開始時における本件各不動産の相続税法２２条

に規定する時価を本件各鑑定評価額とすることは許されない。 

(2) 争点②（評価通達６の定める国税庁長官の指示に関する手続上の違法の有

無）について 

（原告らの主張） 20 

評価通達６は，その要件を「国税庁長官の指示を受けて評価する」と定め

ているが，処分行政庁は，国税庁長官の指示を待たず，本件指示の約１年前

に不動産鑑定会社２社に鑑定評価を依頼し，本件各鑑定評価を得た。つまり，

処分行政庁は，評価通達６の定める国税庁長官の指示の要件を充足すること

なく，評価通達の定める評価方法による評価を否定する評価を先行して行っ25 

ていた。 
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さらに，本件指示は，本件上申から約２０日間という短期間で形式的に下

されたものであり，再評価の「指示」ではなく，処分行政庁の評価の「追認」

にすぎないものであった。 

したがって，本件各更正処分等には，評価通達６の定める要件を満たさな

かった点で手続上の瑕疵がある。評価通達は行政先例法としての地位を築い5 

ているから，上記の瑕疵は重大な法的瑕疵といえる。 

（被告の主張） 

ア そもそも，本件各不動産が評価通達６に規定する「この通達の定めによ

って評価することが著しく不適当と認められる財産」に当たるか否かにつ

いては，鑑定評価など評価通達の定める評価方法以外の方法により評価額10 

を算定しなければ，これを判断することができず，本件においても，本件

各通達評価額が適当であるか否かを確認するために，評価通達の定める評

価方法以外の方法により客観的交換価値を調べる必要があったことから，

その調査の一環として，本件上申の前に鑑定評価が行われたものである。 

その後，札幌国税局長は，本件上申を行い，本件指示を受けたものであ15 

るから，本件各更正処分等について，評価通達６の定める国税庁長官の指

示に係る手続上の瑕疵は存在せず，原告らの主張には理由がない。 

イ 仮に，評価通達６の定める国税庁長官の指示に係る手続に何らかの瑕疵

があると評価されたとしても，評価通達６の定める国税庁長官の指示は，

行政組織内部における指示，監督に関するものと解すべきであり，この規20 

定に反することが直ちに国民の権利，利益に不利益を与えるものとはいえ

ないから，その指示の有無によって本件各更正処分等の効力が影響を受け

るものとは解されない。 

したがって，原告らの主張は，この点においても理由がない。 
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(3) 争点③（本件各更正処分等の理由の提示に関する違法の有無）について 

（原告らの主張） 

本件各更正処分等の理由の提示においては，本件各通達評価額と本件各鑑

定評価額の開差が４倍に上ることが記載されているのみであり，評価通達６

の適用が肯定される特別の事情があることの理由が記載されていない。 5 

したがって，本件各更正処分等の理由の提示は，一般の被処分者が理解し，

納得できる法的な処分理由が記載されているとはいえない点で，行政手続法

１４条１項が要求する理由の提示として不十分であり，違法がある。 

（被告の主張） 

行政手続法１４条１項に規定する理由の提示が求められる趣旨は，名宛人10 

に直接に義務を課し又はその権利を制限するという不利益処分の性質に鑑み，

行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制するとともに，処分

の理由を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与えることにあり，同項本

文に基づいてどの程度の理由を提示すべきかは，上記の趣旨に照らし，当該

処分の根拠法令の規定内容，当該処分に係る処分基準の存否及び内容並びに15 

公表の有無，当該処分の性質及び内容，当該処分の原因となる事実関係の内

容等を総合考慮してこれを決定すべきと解される（最高裁平成２１年（行ヒ）

第９１号同２３年６月７日第三小法廷判決・民集６５巻４号２０８１頁参照）。 

そして，かかる目的は，処分の理由を具体的に記載して通知すること自体

をもってひとまず実現されると解される。 20 

これを本件についてみると，本件各更正処分等の理由の提示においては，

処分行政庁が，相続財産の評価に係る法令解釈等を踏まえ，本件各通達評価

額と，本件各取引額及び本件各鑑定評価額との間には著しい価額のかい離が

あり，本件各不動産の価額を評価通達の定める評価方法により評価すること

は著しく不適当であると認定した上で，国税庁長官の指示に基づいて本件各25 

不動産の価額の評価を行い，本件各更正処分等をした旨が記載されており，
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これらの処分の理由は，上記の理由提示制度の趣旨及び目的を充足する程度

に具体的に示されている。 

したがって，本件各更正処分等の理由の提示に行政手続法１４条１項に反

する点はなく，原告らの主張には理由がない。 

第３ 当裁判所の判断 5 

１ 争点①（本件相続開始時における本件各不動産の時価）について 

(1) 相続税法２２条は，同法第３章において特別の定めがあるものを除くほか，

相続等により取得した財産の価額は，当該財産の取得の時における時価によ

る旨を定めているところ，ここにいう時価とは，当該財産の客観的な交換価

値をいうものと解される。 10 

ところで，相続税法は，地上権及び永小作権の評価（同法２３条），定期

金に関する権利の評価（同法２４条，２５条）及び立木の評価（同法２６条）

を除き，財産の評価方法について定めを置いていないところ，課税実務にお

いては，評価通達において財産の価額の評価に関する一般的な基準を定めて，

画一的な評価方法によって相続等により取得した財産の価額を評価すること15 

とされている。このような方法が採られているのは，相続税等の課税対象で

ある財産には多種多様なものがあり，その客観的な交換価値が必ずしも一義

的に確定されるものではないため，相続等により取得した財産の価額を上記

のような画一的な評価方法によることなく個別事案ごとに評価することにす

ると，その評価方法，基礎資料の選択の仕方等により異なった金額が時価と20 

して導かれる結果が生ずることを避け難く，また，課税庁の事務負担が過重

なものとなり，課税事務の効率的な処理が困難となるおそれもあることから，

相続等により取得した財産の価額をあらかじめ定められた評価方法によって

画一的に評価することとするのが相当であるとの理由に基づくものと解され

る。このような課税実務は，評価通達の定める評価方法が相続等により取得25 

した財産の取得の時における適正な時価を算定する方法として合理的なもの



 - 20 -

であると認められる限り，納税者間の公平，納税者の便宜，効率的な徴税と

いった租税法律関係の確定に際して求められる種々の要請を満たし，国民の

納税義務の適正な履行の確保（国税通則法１条，相続税法１条参照）に資す

るものとして，相続税法２２条の規定の許容するところであると解される。 

そして，評価対象の財産に適用される評価通達の定める評価方法が適正な5 

時価を算定する方法として一般的な合理性を有する場合においては，評価通

達の定める評価方法が形式的に全ての納税者に係る全ての財産の価額の評

価において用いられることによって，基本的には，租税負担の実質的な公平

を実現することができるものと解されるのであって，相続税法２２条の規定

もいわゆる租税法の基本原則の一つである租税平等主義を当然の前提とし10 

ているものと考えられることに照らせば，特定の納税者あるいは特定の財産

についてのみ，評価通達の定める評価方法以外の評価方法によってその価額

を評価することは，原則として許されないものというべきである。しかし，

他方，評価通達の定める評価方法によっては適正な時価を適切に算定するこ

とができないなど，評価通達の定める評価方法を形式的に全ての納税者に係15 

る全ての財産の価額の評価において用いるという形式的な平等を貫くこと

によって，かえって租税負担の実質的な公平を著しく害することが明らかで

ある特別の事情（評価通達６参照）がある場合には，他の合理的な方法によ

って評価することが許されるものと解すべきである。 

(2) そこで，本件相続における本件各不動産について，前記(1)に説示した特20 

別の事情があるか否かを検討する。 

ア(ア) まず，本件各不動産の各種評価額等についてみると，前提事実(2)

アないしウ並びに(3)ア及びウのとおり，①本件甲不動産について，評価

通達の定める評価方法による評価額である本件甲不動産通達評価額は，

２億０００４万１４７４円である一方，不動産鑑定士により不動産鑑定25 

評価基準に基づき算定された評価額である本件甲不動産鑑定評価額は，
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７億５４００万円であり，本件相続開始時の約３年半前である平成２１

年１月３０日に本件被相続人が購入した価額である本件甲不動産購入額

は，８億３７００万円であった，②本件乙不動産について，評価通達の

定める評価方法による評価額である本件乙不動産通達評価額は，１億３

３６６万４７６７円である一方，不動産鑑定士により不動産鑑定評価基5 

準に基づき算定された評価額である本件乙不動産鑑定評価額は，５億１

９００万円であり，本件相続開始時の約２年半前である平成２１年１２

月２５日に本件被相続人が購入した価額である本件乙不動産購入額は，

５億５０００万円，本件相続開始時の約９か月後である平成２５年３月

７日に原告Ｅが売却した価額である本件乙不動産売却額は，５億１５０10 

０万円であったというのである。 

このとおり，本件各通達評価額は，それぞれ，本件各鑑定評価額の約

４分の１（本件甲不動産につき約２６．５３％，本件乙不動産につき約

２５．７５％）の額にとどまっている。そして，実際に本件被相続人又

は原告Ｅが本件各不動産を売買した際の価格（本件各取引額）をみると，15 

本件甲不動産に関しては，本件相続開始時から約３年半前の取引である

とはいえ，本件甲不動産鑑定評価額より８３００万円高額なものであり，

本件甲不動産通達評価額からのかい離の程度は，本件甲不動産鑑定評価

額よりも更に大きいものであった。本件乙不動産に関しては，本件相続

開始時の約９か月後の取引において，おおむね本件乙不動産鑑定評価額20 

と同程度のもの（本件乙不動産鑑定評価額より４００万円安価なもの）

であった（本件乙不動産売却額。また，本件相続開始時の約２年半前の

取引における本件乙不動産購入額は，本件乙不動産鑑定評価額より３１

００万円高額なものであり，本件乙不動産通達評価額からのかい離の程

度は，本件乙不動産鑑定評価額よりも更に大きいものであった。）。 25 

これらに加え，①本件全証拠によっても，本件被相続人又は原告Ｅの
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本件各不動産の売買につき，市場価格と比較して特別に高額又は低額な

価格で売買が行われた旨をうかがわせる事情等が見当たらないこと（原

告らも，この点につき，特に主張をしていない。）や，②本件各不動産

は，いずれも約４０戸の共同住宅等として利用されている建物及びその

敷地である（前提事実(2)イ(ア)及び同ウ(ア)）ところ，本件各鑑定評価5 

は，いずれも，原価法による積算価格を参考にとどめ，収益還元法によ

る収益価格を標準に鑑定評価額を求めたものである（甲５の１，５の２）

こと，③不動産鑑定士が不動産鑑定評価基準に基づき算定する不動産の

正常価格は，基本的に，当該不動産の客観的な交換価値（相続税法２２

条に規定する時価）を示すものと考えられること（地価公示法２条参照）10 

をも勘案すれば，本件各通達評価額が本件相続開始時における本件各不

動産の客観的な交換価値を示していること（本件相続開始時における本

件各不動産の客観的な交換価値を算定するにつき，評価通達の定める評

価方法が合理性を有すること）については，相応の疑義があるといわざ

るを得ない。 15 

(イ)ａ この点について，原告らは，評価通達の定める評価方法，とりわ

け路線価方式は，合理性があるものとして広く社会に受け入れられて

おり，本件各通達評価額と本件各鑑定評価額のかい離の程度からすれ

ば，本件各鑑定評価額の適正さに疑問が呈される旨主張する。 

しかし，本件各取引額が市場価格と比較して特別に高額又は低額で20 

あったことをうかがわせる事情等は見当たらないところ，それが本件

各鑑定評価額とおおむね同程度か，又はこれを超えるものであったこ

と等の前記(ア)に説示したところからすれば，原告らの上記主張は採

用することができない。 

なお，原告らは，本件各鑑定評価における原価法による積算価格の25 

算定において，付帯費用という名目により根拠不明の金額が加算され



 - 23 -

ている旨指摘するが，前記(ア)に認定及び説示したとおり，本件各鑑

定評価は，いずれも，原価法による積算価格を参考にとどめ，収益還

元法による収益価格を標準に鑑定評価額を求めたものであるから，原

告らが上記指摘する点について逐一検討するまでもなく，それが直ち

に本件各鑑定評価額の適正さに影響を及ぼすものとまでは認め難い。5 

原告らは，上記の他に，本件各鑑定評価額が適正さを欠くものである

ことについて，具体的な主張をしない。 

ｂ 原告らは，相続財産の評価は，当該財産を不特定多数の者に売却す

ることを前提としていないものであるから，収益還元法による評価や，

取引価額による評価は，その評価手法として著しく妥当性を欠く旨主10 

張する。 

しかし，相続税法２２条に規定する時価，すなわち当該財産の客観

的な交換価値は，不特定多数の当事者間で自由な取引が行われた場合

に通常成立すると認められる価額をいうものと解され（評価通達１(2)

も同旨を定めている。），この価額を収益還元法による評価等により15 

求めることが妥当性を欠くなどと解すべき法的根拠は見当たらない。 

したがって，原告らの上記主張は失当である。 

イ さらに，本件各不動産が本件相続に係る相続財産に含まれることとなっ

た経緯等についてみると，①本件被相続人は，当時９０歳であった平成２

１年１月，Ｍ銀行から６億３０００万円を借り入れた上で，本件甲不動産20 

を第三者から購入するとともに，当時９１歳であった同年１２月にも，同

銀行から３億７８００万円，訴外Ｆから４７００万円を借り入れた上で，

本件乙不動産を第三者から購入したものである（前提事実(2)イ(イ)及び同

ウ(イ)）ところ，②本件各不動産を除く本件相続における財産の価額は６

億９７８７万４４５６円であり，上記①の各借入れ（以下，総称して「本25 

件各借入れ」という。）に係る本件相続開始時の残債務（合計９億６３１
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２万５６００円。以下「本件借入金債務」という。）を除く本件相続にお

ける債務及び葬式費用の額は３３９４万１５１１円にとどまる（甲１）こ

とから，本件各借入れ及び本件各不動産の購入がなければ，本件相続に係

る課税価格は，６億円を超えるものであった（なお，相続税法１５条（平

成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による基礎控除の額は，5 

本件共同相続人が５人であることから，１億円である。）にもかかわらず，

③本件各借入れ及び本件各不動産の購入がされたことにより，本件各通達

評価額（ただし，本件甲土地につき，小規模宅地等特例を適用した後のも

の）と比較して本件借入金債務が多額となることにより，その差額が本件

各不動産を除く本件相続における財産の価額から控除されることにより，10 

本件申告による課税価格は，２８２６万１０００円にとどまるものとされ，

上記基礎控除により，本件相続に係る相続税は課されないこととされたも

のである。 

上記の経緯等に加え，前提事実(2)イ(イ)及び同ウ(イ)に認定したＭ銀行

が本件各借入れに係る貸出しに際し作成した各貸出稟議書（乙９，１４）15 

の記載や証拠（甲４の１・２）にもよれば，本件被相続人及び原告らは，

本件各不動産の購入及び本件各借入れを，本件被相続人及びＨの事業承継

の過程の一つと位置付けつつも，それらが近い将来発生することが予想さ

れる本件被相続人の相続において原告らの相続税の負担を減じ又は免れ

させるものであることを知り，かつ，それを期待して，あえてそれらを企20 

画して実行したと認められ，これを覆すに足りる証拠は見当たらない。 

ウ 以上にみた事実関係の下では，本件相続における本件各不動産について

は，評価通達の定める評価方法を形式的に全ての納税者に係る全ての財産

の価額の評価において用いるという形式的な平等を貫くと，本件各不動産

の購入及び本件各借入れに相当する行為を行わなかった他の納税者との間25 

で，かえって租税負担の実質的な公平を著しく害することが明らかという
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べきであり，評価通達の定める評価方法以外の評価方法によって評価する

ことが許されるというべきである。 

そして，本件全証拠によっても本件各鑑定評価の適正さに疑いを差し挟

む点が特段見当たらないこと（前記ア(イ)参照）に照らせば，本件各不動

産の相続税法２２条に規定する時価は，本件各鑑定評価額であると認めら5 

れる。 

(3) これに対し，原告らは，評価通達６に規定する「この通達の定めによって

評価することが著しく不適当と認められる」場合とは，飽くまで時価評価に

影響を及ぼす特別の事情がある場合を指すと解すべきであり，時価評価に影

響を及ぼすことのない，納税者等の節税目的や租税回避の目的といった主観10 

的要素又は相続開始前後の一連の行為は，上記の特別の事情を基礎付けるも

のではないとした上で，本件各不動産につき，想定外の時価の下落事情は事

後的に生じておらず，上記の特別の事情を基礎付ける事情はない旨主張する。 

しかし，前記(1)に説示したとおり，評価通達の定める評価方法以外の評価

方法によって特定の納税者あるいは特定の財産について評価することが許さ15 

れるか否かは，評価通達の定める評価方法を形式的に全ての納税者に係る全

ての財産の価額の評価において用いるという形式的な平等を貫くことによっ

て，かえって租税負担の実質的な公平を著しく害することが明らかである特

別の事情があるか否かという観点から判断されるべきものであるから，原告

らの上記主張はその前提を異にするものである。 20 

２ 争点②（評価通達６の定める国税庁長官の指示に関する手続上の違法の有無）

について 

原告らは，①処分行政庁が本件指示の約１年前に本件各鑑定評価を得たこと，

②本件指示が，本件上申から約２０日間で出されたものであり，処分行政庁の

評価の「追認」にすぎないといえることから，本件各更正処分等には，評価通25 

達６の定める要件を満たさなかった点で手続上の重大な法的瑕疵がある旨主張
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する。 

しかし，評価通達は税務官庁内部における通達にすぎないから，評価通達６

の定める「国税庁長官の指示を受けて評価する」旨の定めが，税務官庁内部に

おける手続という性格を超えて対外的な効果を有し，その違反が，更正処分等

の違法を招来するものとは解し難い。 5 

したがって，本件指示に係る手続が評価通達６の定めるところに適合してい

たか否かについて判断するまでもなく，原告らの上記主張は失当である。 

３ 争点③（本件各更正処分等の理由の提示に関する違法の有無）について 

(1) 原告らは，本件各更正処分等の理由の提示は，行政手続法１４条１項が要

求するものとして不十分である旨主張する。 10 

(2) 行政手続法１４条１項本文が，不利益処分をする場合に同時にその理由を

名宛人に示さなければならないとしているのは，名宛人に直接に義務を課し

又はその権利を制限するという不利益処分の性質に鑑み，行政庁の判断の慎

重と合理性を担保してその恣意を抑制するとともに，処分の理由を名宛人に

知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たものと解される。そして，15 

同項本文の規定に基づいてどの程度の理由を提示すべきかは，上記のような

同項本文の趣旨に照らし，当該処分の根拠となる法令の規定内容，当該処分

に係る処分基準の存否及び内容並びに公表の有無，当該処分の性質及び内容，

当該処分の原因となる事実関係の内容等を総合考慮してこれを決定すべきで

ある（前掲最高裁平成２３年判決参照）。 20 

(3) 証拠（甲２の１～３）によれば，本件各通知書の「処分の理由」欄には，

要旨，①相続税法２２条に規定する時価は，原則として，評価通達の定める

評価方法により評価した価額によるものの，評価通達６は，評価通達の定め

によって評価することが著しく不適当と認められる財産の価額は，国税庁長

官の指示を受けて評価する旨定めている旨，②(ア)本件甲不動産は，本件被25 

相続人が平成２１年に８億３７００万円（本件甲不動産購入額）で購入した
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ものであり，本件乙不動産は，本件被相続人が同年に５億５０００万円（本

件乙不動産購入額）で購入し，原告Ｅが平成２５年に譲渡したものであると

ころ，このとおり，本件相続開始の前後における本件各不動産の購入又は売

却の価額（本件各取引額）が明らかとなっており，これらの客観的に相当な

取引価額と本件各通達評価額の間に著しいかい離が生じていることから，本5 

件各不動産の価額を評価通達の定める評価方法によって評価することは，相

続税法２２条の法意に照らし合理性を欠くこと，(イ)本件各鑑定評価額は，

本件各不動産の本件相続開始時点における時価を合理的に算定しているもの

である（本件各鑑定評価額が本件各取引額と近似していることはこれを裏付

けるものである。）ところ，本件各通達評価額は，これらとの間においても10 

著しいかい離があることからすれば，本件各不動産の価額を評価通達の定め

により評価することは，著しく不適当であると認められる旨，及び③本件各

不動産の価額を本件各鑑定評価額と評価した上での原告らの納付すべき相続

税及び過少申告加算税の額の計算過程が記載されていると認められる。 

以上によれば，本件各通知書は，原告らの納付すべき相続税及び過少申告15 

加算税の額の計算過程とともに，本件各不動産につき評価通達６に規定する

「評価通達の定めによって評価することが著しく不適当と認められる」との

判断に至った基礎となる事実関係を記載し，その判断過程を根拠をもって具

体的に明らかにしているといえる。 

したがって，本件各更正処分等については，処分行政庁の判断の慎重と合20 

理性を担保してその恣意を抑制するとともに，処分の理由を名宛人に知らせ

て不服の申立てに便宜を図るという行政手続法１４条１項本文の趣旨が求め

る程度に理由が提示されているというべきである。 

４ その余の原告らの主張について 

原告らは，①本件各更正処分等が，評価通達６の適用要件を拡大解釈し，こ25 

れを恣意的に適用したものであることなどから，租税法律主義に反するもので
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ある旨，②本件各更正処分等は，評価通達の定める評価方法によって本件各不

動産の評価を行い，本件相続税の申告をした原告らの信頼を裏切った点で，法

の一般原則たる信頼保護法理に違反する旨，③本件各土地に適用される路線価

や本件各通達評価額の算定に用いられた評価通達の定める評価方法について，

本件各通達評価額を時価に近づけるような内容の改定等が行われず，また，評5 

価通達の定める評価方法による評価額と不動産鑑定士等による鑑定評価額の開

差が著しいと思われる場合の全てにおいて評価通達６が用いられているわけで

はないにもかかわらず，処分行政庁が本件各不動産につき評価通達６を用いて

個別評価をしたことは恣意的なものであるから，本件各更正処分等は，租税公

平主義が求める平等取扱原則に反する旨主張する。 10 

しかし，これまでに説示したとおり，本件相続における本件各不動産につい

ては，評価通達の定める評価方法以外の評価方法によって評価することが許さ

れ，その相続税法２２条に規定する時価が本件各鑑定評価額であると認められ

る以上，本件各更正処分等が租税法律主義に反するものではないことは明らか

である（上記①）。また，本件の事実関係の下では，本件相続における本件各15 

不動産につき，評価通達の定める評価方法を形式的に全ての納税者に係る全て

の財産の価額の評価において用いるという形式的な平等を貫くと，かえって租

税負担の実質的な公平を著しく害することが明らかであったのであるから，本

件各不動産について評価通達の定める評価方法による評価額で課税を受けるこ

とに対する原告らの信頼は，保護に値するものとは認め難い（上記②）上，本20 

件各不動産について評価通達の定める評価方法によらず評価を行い相続税等の

課税をした本件各更正処分等が恣意的にされたものとは認め難く，本件全証拠

によっても他の納税者との関係で原告らが恣意的に取り扱われたことをうかが

わせる事情等も見当たらない（上記③）。 

したがって，原告らの上記主張はいずれも採用することができない。 25 
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５ 結論 

以上に述べたところ及び弁論の全趣旨によれば，本件各更正処分等は，別

紙２のとおり，いずれも適法なものと認められる。 

よって，原告らの請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし，

主文のとおり判決する。 5 

東京地方裁判所民事第３８部 

 

裁判長裁判官  鎌 野 真 敬 
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（別紙省略） 

（別表１省略） 
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（別表３省略） 20 

（別表４省略） 

（別表５省略） 

（別表６省略） 
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（別紙１） 

関係法令等の定め 

第１ 相続税法の定め 

相続税法２２条（評価の原則） 

相続税法２２条は，同法第３章において特別の定めのあるものを除くほか，5 

相続，遺贈又は贈与により取得した財産の価額は，当該財産の取得の時におけ

る時価による旨を定めている。 

第２ 評価通達の定め（乙１） 

１ 評価通達１（評価の原則） 

(1) 評価通達１(1)（評価単位）は，財産の価額は，評価通達第２章以下の定10 

める評価単位ごとに評価する旨を定めている。 

(2) 評価通達１(2)（時価の意義）は，財産の価額は，時価によるものとし，

時価とは，課税時期において，それぞれの財産の現況に応じ，不特定多数の

当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額をい

い，その価額は，評価通達の定めによって評価した価額による旨を定めてい15 

る。 

２ 評価通達６（この通達の定めにより難い場合の評価） 

評価通達６は，この通達の定めによって評価することが著しく不適当と認め

られる財産の価額は，国税庁長官の指示を受けて評価する旨を定めている。 

３ 評価通達１１（評価の方式） 20 

評価通達１１は，市街地的形態を形成する地域にある宅地の評価は，原則と

して，路線価方式によって行う旨を定めている。 

４ 評価通達１３（路線価方式） 

評価通達１３は，路線価方式とは，その宅地の面する路線に付された路線価

を基とし，評価通達１５から２０－５までの定めにより計算した金額によって25 

評価する方式をいう旨を定めている。 
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５ 評価通達１４（路線価） 

評価通達１４は，評価通達１３の「路線価」は，宅地の価額がおおむね同一

と認められる一連の宅地が面している路線ごとに設定するものとし，路線に接

する宅地で，①その路線のほぼ中央部にあること，②その一連の宅地に共通し

ている地勢にあること，③その路線だけに接していること及び④その路線に面5 

している宅地の標準的な間口距離及び奥行距離を有するく形又は正方形のも

のであることの全ての事項に該当するものについて，売買実例価額，公示価格

（地価公示法６条の規定により公示された標準地の価格をいう。），不動産鑑

定士等による鑑定評価額（不動産鑑定士又は不動産鑑定士補が国税局長の委嘱

により鑑定評価した価額をいう。以下同じ。），精通者意見価格等を基として10 

国税局長がその路線ごとに評定した１㎡当たりの価額とする旨を定めている。 

６ 評価通達１５（奥行価格補正）から２０－５（容積率の異なる２以上の地域

にわたる宅地の評価）までの概要 

評価通達１５から２０－５までは，宅地の価額について，当該宅地の路線価

を基に，当該宅地の接道状況，形状等に応じて一定の加算又は減算を行う旨を15 

定めている。 

７ 評価通達２６（貸家建付地の評価） 

評価通達２６は，貸家（評価通達９４の定める借家権の目的となっている家

屋をいう。以下同じ。）の敷地の用に供されている宅地（以下「貸家建付地」

という。）の価額は，以下の算式により計算した価額によって評価する旨を定20 

めている。 

（その宅地の自用地としての価額）－（その宅地の自用地としての価額）×（評

価通達２６の(1)の定める借地権割合）×（評価通達９４の定める借家権割合）

×（評価通達２６の(2)の定める賃貸割合） 

８ 評価通達８９（家屋の評価） 25 

評価通達８９は，家屋の価額は，その家屋の固定資産税評価額（地方税法３
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８１条の規定により家屋課税台帳若しくは家屋補充課税台帳に登録された基

準年度の価格又は比準価格をいう。以下同じ。）に評価通達別表１の定める倍

率（１．０）を乗じて計算した金額によって評価する旨を定めている。 

９ 評価通達９３（貸家の評価） 

評価通達９３は，貸家の価額は，以下の算式により計算した価額によって評5 

価する旨を定めている。 

（評価通達８９，８９－２又は９２の定めにより評価したその家屋の価額（Ａ））

－Ａ×（評価通達９４の定める借家権割合）×（評価通達２６の(2)の定めによ

るその家屋に係る賃貸割合） 

以上 10 
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（別紙２） 

本件各更正処分等の根拠及び適法性 

１ 本件各更正処分の根拠 

被告が本件において主張する原告らに係る本件相続税の課税価格及び納付すべ

き税額は，別表５のとおりであり，その計算根拠の詳細は，以下のとおりである。 5 

(1) 課税価格の合計額（別表５順号１１の「合計」欄の金額） 

８億８８７４万９０００円 

上記金額は，原告らがそれぞれ本件相続により取得した後記アの財産の価額

から，原告らが承継又は負担する後記イの債務等を控除した後の各人の課税価

格（ただし，国税通則法（以下「通則法」という。）１１８条１項の規定によ10 

り各人ごとに１０００円未満の端数金額を切り捨てた後の各金額）の合計額で

ある。 

原告Ｂ                      ８２６万１０００円 

原告Ｄ                    ２０００万００００円 

原告Ｅ                   ８億６０４８万８０００円 15 

ア 本件相続により取得した財産の価額の合計額（別表５順号６の「合計」欄

の金額） 

１８億８５８１万７４３０円 

上記金額は，原告らが本件相続により取得した財産の総額であり，以下の

合計額である。 20 

(ア) 本件各不動産の価額（別表５順号１の「合計」欄の金額） 

１１億８７９４万２９７４円 

上記金額は，被告が主張する本件各不動産の価額の合計額である（別表

６－１順号５の「被告主張額」欄参照）。 

(イ) 本件各不動産以外の不動産の価額（別表５順号２の「合計」欄の金額） 25 

２億０１５４万６０８４円 
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上記金額は，本件各不動産以外の不動産の価額の合計額であり，原告ら

が本件申告で記載した金額と同額である（別表６－１順号１２欄参照）。 

(ウ) 有価証券の価額（別表５順号３の「合計」欄の金額） 

２４６４万７１４０円 

上記金額は，原告らが本件申告で記載した金額と同額である（別表６－5 

１順号１３欄参照）。 

(エ) 現金・預貯金等の価額（別表５順号４の「合計」欄の金額） 

７５９６万８３１５円 

上記金額は，原告らが本件申告で記載した金額と同額である（別表６－

１順号１４欄参照）。 10 

(オ) その他の財産の価額（別表５順号５の「合計」欄の金額） 

３億９５７１万２９１７円 

上記金額は，原告らが本件申告で記載した金額と同額である（別表６－

１順号１５欄参照）。 

イ 債務等の金額（別表５順号９の「合計」欄の金額） 15 

９億９７０６万７１１１円 

上記金額は，以下の合計額である。 

(ア) 債務の金額（別表５順号７の「合計」欄の金額） 

９億９５０３万４５００円 

上記金額は，原告らが本件申告で記載した金額と同額である（別表６－20 

２順号６欄参照）。 

(イ) 葬式費用の金額（別表５順号８の「合計」欄の金額） 

２０３万２６１１円 

上記金額は，原告らが本件申告で記載した金額と同額である（別表６－

２順号８欄参照）。 25 

(2) 納付すべき相続税額 
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本件相続に係る原告らの納付すべき相続税額は，相続税法１５条ないし１８

条及び１９条の３（１７条及び１８条を除き，平成２５年法律第５号による改

正前のもの。以下同じ。）の規定に基づき，以下のとおり算出したものである。 

ア 課税価格の合計額（別表５順号１１の「合計」欄の金額） 

８億８８７４万９０００円 5 

上記金額は，前記(1)記載の金額である。 

イ 遺産に係る基礎控除額（別表５順号１２の「合計」欄の金額） 

１億円 

上記金額は，相続税法１５条の規定により，５０００万円と１０００万円

に本件共同相続人の数である５を乗じて算出した５０００万円との合計額で10 

ある。 

ウ 課税遺産総額（別表５順号１３の「合計」欄の金額） 

７億８８７４万９０００円 

上記金額は，前記アの金額から前記イの金額を控除した金額である。 

エ 法定相続分に応ずる取得金額 15 

(ア) 原告Ｂ（法定相続分８分の１）       ９８５９万３０００円 

(イ) 原告Ｄ（法定相続分８分の１）      ９８５９万３０００円 

(ウ) 原告Ｅ（法定相続分８分の１）       ９８５９万３０００円 

(エ) 訴外Ｇ（法定相続分８分の１）       ９８５９万３０００円 

(オ) 訴外Ｆ（法定相続分２分の１）    ３億９４３７万４０００円 20 

上記金額は，相続税法１６条の規定により，前記ウの課税遺産総額７億８

８７４万９０００円を民法９００条の規定による相続分の割合に応じて取得

したものとした場合の各人の取得金額（ただし，「相続税法基本通達の全部

改正について」（昭和３４年１月２８日付け直資１０による国税庁長官通達。

ただし，平成２４年６月２７日付け課資２－１０ほかによる改正前のもの）25 

１６－３の定めにより，各人ごとに１０００円未満の端数金額を切り捨てた
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後の金額）である。 

オ 相続税の総額（別表５順号１４の「合計」欄の金額） 

２億４０４９万８６００円 

上記金額は，前記エ(ア)ないし(オ)の各金額に，相続税法１６条の定める

税率を乗じて算出した金額の合計額である。 5 

カ 原告らの納付すべき相続税額（別表５順号１９の各人欄の金額） 

(ア) 原告Ｂが納付すべき相続税額（別表５順号１９の「原告Ｂ」欄の金額） 

２２３万５４００円 

上記金額は，相続税法１７条の規定により，前記オの金額に，原告Ｂの

課税価格（別表５順号１１の「原告Ｂ」欄の金額）が前記アの課税価格の10 

合計額（別表５順号１１の「合計」欄の金額）に占める割合（別表５順号

１５の「原告Ｂ」欄の割合）を乗じて算出した金額（ただし，通則法１１

９条１項の規定により，１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）

である。 

(イ) 原告Ｄが納付すべき相続税額（別表５順号１９の「原告Ｄ」欄の金額） 15 

５４１万２０００円 

上記金額は，相続税法１７条の規定により，前記オの金額に，原告Ｄの

課税価格（別表５順号１１の「原告Ｄ」欄の金額）が前記アの課税価格の

合計額（別表５順号１１の「合計」欄の金額）に占める割合（別表５順号

１５の「原告Ｄ」欄の割合）を乗じて算出した金額（ただし，通則法１１20 

９条１項に規定により，１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）

である。 

(ウ) 原告Ｅが納付すべき相続税額（別表５順号１９の「原告Ｅ」欄の金額） 

２億７９２４万１２００円 

上記金額は，相続税法１７条の規定により，前記オの金額に，原告Ｅの25 

課税価格（別表５順号１１の「原告Ｅ」欄の金額）が前記アの課税価格の
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合計額（別表５順号１１の「合計」欄の金額）に占める割合（別表５順号

１５の「原告Ｅ」欄の割合）を乗じて算出した金額に，同法１８条の規定

に基づき同金額の１００分の２０に相当する金額を加算した金額から，同

法１９条の３に規定する未成年者控除の金額１８万円を控除した金額（た

だし，通則法１１９条１項の規定により，１００円未満の端数金額を切り5 

捨てた後の金額）である。 

２ 本件各更正処分の適法性 

被告が本件において主張する本件相続に係る原告らの納付すべき相続税額は，

それぞれ前記１(2)カ(ア)ないし(ウ)であるところ，これらの各金額は，本件各更

正処分における原告らの各納付すべき税額と同額であり，本件各更正処分はいず10 

れも適法である。 

３ 本件各賦課決定処分の根拠 

前記２のとおり，本件各更正処分はいずれも適法であるところ，原告らは納付

すべき税額を過少に申告していたものであり，また，納付すべき税額を過少に申

告していたことについて，通則法６５条４項（平成２８年法律第１５号による改15 

正前のもの）に規定する正当な理由は存在しない。 

したがって，本件各更正処分に伴って原告らに課される過少申告加算税の額は，

それぞれ，以下のとおりとなる。 

(1) 原告Ｂに係る過少申告加算税の額（別表５順号２６の「原告Ｂ」欄の金額） 

３０万９５００円 20 

上記金額は，通則法６５条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のも

の。以下同じ。）の規定に基づき，①本件各更正処分により原告Ｂが新たに納

付すべき税額２２３万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数

を切り捨てた後のもの。別表５順号２０の「原告Ｂ」欄の金額）に１００分の

１０の割合を乗じて計算した金額２２万３０００円に，通則法６５条２項（平25 

成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下同じ。）の規定に基づき，②
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本件各更正処分により原告Ｂが新たに納付すべき税額２２３万５４００円のう

ち，５０万円を超える部分に相当する税額１７３万円（通則法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。別表５順号２３の「原告

Ｂ」欄の金額）に１００分の５の割合を乗じて計算した金額８万６５００円を

合計した金額である。 5 

(2) 原告Ｄに係る過少申告加算税の額（別表５順号２６の「原告Ｄ」欄の金額） 

７８万６５００円 

上記金額は，通則法６５条１項の規定に基づき，①本件各更正処分により原

告Ｄが新たに納付すべき税額５４１万円（通則法１１８条３項の規定により１

万円未満の端数を切り捨てた後のもの。別表５順号２０の「原告Ｄ」欄の金額）10 

に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額５４万１０００円に，通則法６

５条２項の規定に基づき，②本件各更正処分により原告Ｄが新たに納付すべき

税額５４１万２０００円のうち，５０万円を超える部分に相当する税額４９１

万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のも

の。別表５順号２３の「原告Ｄ」欄の金額）に１００分の５の割合を乗じて計15 

算した金額２４万５５００円を合計した金額である。 

(3) 原告Ｅに係る過少申告加算税の額（別表５順号２６の「原告Ｅ」欄の金額） 

４１８６万１０００円 

上記金額は，通則法６５条１項の規定に基づき，①本件各更正処分により原

告Ｅが新たに納付すべき税額２億７９２４万円（通則法１１８条３項の規定に20 

より１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。別表５順号２０の「原告Ｅ」欄

の金額）に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額２７９２万４０００円

に，通則法６５条２項の規定に基づき，②本件各更正処分により原告Ｅが新た

に納付すべき税額２億７９２４万１２００円のうち，５０万円を超える部分に

相当する税額２億７８７４万円（通則法１１８条３項の規定により１万円未満25 

の端数を切り捨てた後のもの。別表５順号２３の「原告Ｅ」欄の金額）に１０



 - 39 -

０分の５の割合を乗じて計算した金額１３９３万７０００円を合計した金額で

ある。 

４ 本件各賦課決定処分の適法性 

本件各更正処分により原告らに課される過少申告加算税の額は，それぞれ前記

３のとおりであるところ，これらの各金額は，いずれも本件各賦課決定処分にお5 

ける過少申告加算税の額と同額であり，本件各賦課決定処分はいずれも適法であ

る。 

以上 

 


